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(57)【要約】
【課題】射出樹脂に対する耐熱性に優れ、かつ成型延伸後に安定な剥離性を示す離型フィ
ルムを提供することにある。
【解決手段】基材フィルムの少なくとも片面に離型層を有する積層フィルムであって、離
型層を構成する樹脂が離型層を構成する樹脂全体に対してメラミン樹脂を５０質量％以上
含有し、かつ粗さ曲線要素の平均長さＲＳｍが１０μｍ以上８０μｍ以下である離型フィ
ルム。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
基材フィルムの少なくとも片面に離型層を有する積層フィルムであって、離型層表面の粗
さ曲線要素の平均長さＲＳｍが１０μｍ以上８０μｍ以下である離型フィルム。
【請求項２】
離型層を構成する樹脂が離型層を構成する樹脂全体に対してメラミン樹脂を５０質量％以
上含有する請求項１に記載の離型フィルム。
【請求項３】
離型層表面のスキューネスＲＳｋが０．９以上４．０以下である請求項１または２に記載
の離型フィルム。
【請求項４】
２倍伸長した後のスキューネスＲＳｋの平均が０．９以上４．０以下である請求項１～３
のいずれかに記載の離型フィルム。
【請求項５】
離型層の厚みが、０．０２μｍ以上０．１μｍ未満である、請求項１～４のいずれかに記
載の離型フィルム。
【請求項６】
離型層表面の静摩擦係数が１．２以下である、請求項１～５のいずれかに記載の離型フィ
ルム。
【請求項７】
１５０℃における２倍伸長時の長手方向、および幅方向の応力が５～７５ＭＰａである請
求項１～６のいずれかに記載の離型フィルム。
【請求項８】
成形同時転写用途に使用される、請求項１～７のいずれかに記載の離型フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、剥離安定性と耐熱性に優れる離型フィルムに関するものであり、更に詳しく
は、成型加工後も良好で安定した剥離性を示す離型フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタレートに代表されるポリエステルフ
ィルムは、機械的強度、寸法安定性、平坦性、耐熱性、耐薬品性、光学特性等に優れた特
性を有し、コストパフォーマンスに優れるため、従来から各種用途に使用されている。し
かし、用途が多様化するにつれて、フィルムの加工条件や使用条件が多様化する傾向にあ
る。一例として、成形同時転写箔用離型フィルムが挙げられる。当該離型フィルムを用い
た転写箔の構成は一般的に、基材フィルムであるポリエステルフィルムの片面に離型層を
設け、該離型層上に順次、図柄印刷層および接着層などの転写層を積層した構成からなる
。目的に応じて、転写層にハードコート層や金属蒸着層等が積層される。さらには、これ
ら離型層や転写層に帯電防止剤や抗菌剤等の機能性剤を加え、転写箔としての機能が付与
される。
【０００３】
　上述の離型フィルムを用いた転写箔の転写方法は、転写箔を射出成形用の金型内にセッ
トし、樹脂成形品を成形するのと同時にその表面に転写箔シートを一体化して接着し樹脂
成形品に図柄を転写し装飾を施す成形同時転写法が広く一般的に知られている。
【０００４】
　このような転写方式は、基材フィルムであるポリエステルフィルムの表面上に接着層を
含む複数の積層構成された転写箔を用い、接着層を介して被転写物に転写する方法であり
、携帯電話機、電気製品、自動車部品、化粧容器、玩具類など多岐にわたる樹脂成形品の
表面に装飾や表面保護等の表面加工を施す目的で広範囲の用途に使用されている。
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【０００５】
　従来の離型フィルムを成形同時転写用途に用いると、射出された高温の樹脂が転写箔シ
ートに触れた際、離型層もしくは基材フィルムが軟化し、インキ流れによる印刷ずれや、
射出樹脂の流れ跡の転写による外観不良が発生するという課題がある。
【０００６】
　かかる課題に対し、特定の粗さや剥離性のある表面を持つ離型フィルム（特許文献１）
や基材フィルムの融点や面配向係数を特定範囲とした離型フィルム（特許文献２）などが
提案されている。また、１００％伸長時にも欠点の少ない離型層を有する離型フィルム（
特許文献３）が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１０－１９４９０５号公報
【特許文献２】特開２０１０－２４７４２３号公報
【特許文献３】特開２０００－２５５００６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１の方法で得られるフィルムは、耐熱性が不十分であり、高温
の樹脂射出によるインキ流れが起きる問題がある。また、特許文献２の方法で得られるフ
ィルムは、フィルムの寸法安定性が不十分であり、離型コート乾燥時にフィルムが大きく
収縮するといった問題があった。また、特許文献３に記載のフィルムは、耐熱性を高める
ために離型層の厚みを厚くしているため、成型延伸時に離型層が追従できず、断裂が生じ
ることによって剥離が不安定化する問題があった。
【０００９】
　本発明の目的は、上記の従来技術の問題を背景になされたものであり、剥離安定性と耐
熱性に優れ、かつ成型延伸後に安定した剥離性を示す薄膜の離型フィルムを提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　すなわち、本発明は下記の特徴を有する。
（１）基材フィルムの少なくとも片面に離型層を有する積層フィルムであって、離型層表
面の粗さ曲線要素の平均長さＲＳｍが１０μｍ以上８０μｍ以下である離型フィルム。
（２）離型層を構成する樹脂が離型層を構成する樹脂全体に対してメラミン樹脂を５０質
量％以上含有する（１）に記載の離型フィルム。
（３）離型層表面のスキューネスＲＳｋが０．９以上である（１）または（２）に記載の
離型フィルム。
（４）長手方向に２倍伸長した後の離型層表面のスキューネスＲＳｋと、幅方向に２倍伸
長した後の離型層表面のスキューネスＲＳｋの平均が０．９以上である（１）～（３）の
いずれかに記載の離型フィルム。
（５）離型層の厚みが、０．０２μｍ以上０．１μｍ未満である、（１）～（４）のいず
れかに記載の離型フィルム。
（６）離型層表面の静摩擦係数が１．２以下である、（１）～（５）のいずれかに記載の
離型フィルム。
（７）１５０℃における２倍伸長時の長手方向、および幅方向の応力が５～７５ＭＰａ以
下である（１）～（６）のいずれかに記載の離型フィルム。
（８）成形同時転写用途に使用される、（１）～（７）のいずれかに記載の離型フィルム
。
【発明の効果】
【００１１】
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　本発明により、耐熱性と剥離安定性に優れ、成型加工後も良好で安定した剥離性を示す
薄膜離型フィルムを得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】代表的な表面粗さ曲線を示したものである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００１４】
　本発明の離型フィルムは、基材フィルムの少なくとも片面に離型層を有する積層フィル
ムである。本発明者らは、離型フィルムを構成する基材フィルム、離型層について鋭意検
討した結果、本発明を見出した。
【００１５】
　（Ｉ）基材フィルム
　本発明に用いられる基材フィルムを構成する樹脂としては、ポリエステル、ポリアリレ
ート、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド、ポリイミド、ポリメチルペンテン、
ポリ塩化ビニル、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、ポリカーボネート、ポリエ
ーテルエーテルケトン、ポリサルホン、ポリエーテルサルホン、フッ素樹脂、ポリエーテ
ルイミド、ポリフェニレンサルファイド、ポリウレタンおよび環状オレフィン系樹脂等が
使用できる。本発明において、基材フィルムは、ポリエステルを主成分とする樹脂から構
成されることが、耐熱性、強度、生産性の点から好ましい。本発明において、ポリエステ
ルを主成分とするとは、基材フィルムを構成する樹脂のうち、５０質量％以上がポリエス
テルであることを示す。中でも、耐熱性、強度、生産性の点で二軸配向ポリエステルフィ
ルムが最も好ましい。
【００１６】
　本発明の離型フィルムの基材フィルムに使用されるポリエステルは、主鎖中の主要な結
合をエステル結合とする高分子の総称であって、通常、ジカルボン酸成分とグリコール成
分を重縮合反応させることによって得ることができる。
【００１７】
　ここで使用するジカルボン酸成分としては、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、
２，６－ナフタレンジカルボン酸、ジフェニルジカルボン酸、ジフェニルスルホンジカル
ボン酸、ジフェノキシエタンジカルボン酸、５－ナトリウムスルホンジカルボン酸などの
芳香族ジカルボン酸、シュウ酸、コハク酸、アジピン酸、セバシン酸、ダイマー酸、マレ
イン酸、フマル酸などの脂肪族ジカルボン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸など
の脂環族ジカルボン酸、パラオキシ安息香酸などのオキシカルボン酸などの各成分を挙げ
ることができる。また、ジカルボン酸エステル誘導体成分として、上記ジカルボン酸化合
物のエステル化物、たとえばテレフタル酸ジメチル、テレフタル酸ジエチル、テレフタル
酸２－ヒドロキシエチルメチルエステル、２，６－ナフタレンジカルボン酸ジメチル、イ
ソフタル酸ジメチル、アジピン酸ジメチル、マレイン酸ジエチル、ダイマー酸ジメチルな
どの各成分を挙げることができる。本発明の基材フィルムを構成するポリエステル樹脂に
おいて、全ジカルボン酸成分中の、テレフタル酸および／またはナフタレンジカルボン酸
の割合は、好ましくは９５モル％以上、より好ましくは９８モル％以上であることが耐熱
性、生産性の点から好ましい。
【００１８】
　また、グリコール成分としては、エチレングリコール、１，２－プロパンジオール、１
，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－
ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジ
オールなどの脂肪族ジヒドロキシ化合物、ジエチレングリコール、ポリエチレングリコー
ル、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコールなどのポリオキシアルキ
レングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、スピログリコールなどの脂環族
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ジヒドロキシ化合物、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＳなどの芳香族ジヒドロキシ化
合物など各成分が挙げられる。中でも、成形性、取り扱い性の点で、エチレングリコール
、１，４－ブタンジオール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノールの各成分が好ましく用いられる。本発明の基材フィルムを構成
するポリエステル樹脂において、全ジオール成分中の、エチレングリコールの割合が、６
５モル％以上であると、耐熱性、生産性の点から好ましい。
【００１９】
　これらのジカルボン酸成分、グリコール成分は２種以上を併用してもよい。
【００２０】
　成形性、寸法安定性の観点から、基材フィルムを構成するポリエステル樹脂において、
ポリエステル中の全ジカルボン酸成分中の、テレフタル酸の割合が９５モル％以上、全グ
リコール成分中の、エチレングリコールの割合が６５～９５モル％、１，４－ブタンジオ
ール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノ
ールの合計の割合が５～３５モル％とすることが好ましい。より好ましくは、エチレング
リコールの割合が７５～９５モル％、１，４－ブタンジオール、２，２－ジメチル－１，
３－プロパンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノールの合計の割合が５～２５モ
ル％、さらに好ましくは、エチレングリコールの割合が８０～９５モル％、１，４－ブタ
ンジオール、２，２－ジメチル－１，３－プロパンジオール、１，４－シクロヘキサンジ
メタノールの合計の割合が５～２０モル％である。
【００２１】
　また、本発明の基材フィルムを構成する樹脂中には、重合反応時に添加する触媒の残渣
などによって析出するいわゆる内部粒子や、無機粒子および／または有機粒子などの外部
粒子の中から任意に選定される粒子を含有させることができる。基材フィルムを構成する
樹脂中に粒子を含有させると、フィルムのすべり性を向上させることが可能となり、製造
時の取り扱い性が良好となる。また、フィルム表面に低光沢感が求められる用途において
は、基材フィルム中に粒子を含有せしめることにより、粒子がフィルム表面の平滑度を低
下させ、光沢度を目的とする値に調整することが可能となる。基材フィルムを構成する樹
脂に含有させる粒子の平均粒子径は、０．０１～１０μｍが好ましく、より好ましくは、
０．５～８μｍ、さらに好ましくは、１～５μｍである。ここで１０μｍを超える平均粒
子径を有する粒子を含有すると、基材フィルムに欠陥が生じる場合があるため好ましくな
い。粒子としては、例えば湿式および／または乾式シリカ、コロイダルシリカ、珪酸アル
ミ、酸化チタン、炭酸カルシウム、リン酸カルシウム、硫酸バリウム、アルミナ、マイカ
、カオリン、クレー、ヒドロキシアパタイト等の無機粒子、スチレン、シリコーン、アク
リル酸、メタクリル酸、エステル、ジビニルベンゼン等を重合したものを構成成分とする
有機粒子等を使用することができる。なかでも、湿式および／または乾式シリカ、アルミ
ナ等の無機粒子、スチレン、シリコーン、アクリル酸、メタクリル酸、エステル、ジビニ
ルベンゼン等を重合したものを構成成分とする有機粒子等が好ましく使用される。粒子と
して、内部粒子、無機粒子、有機粒子をそれぞれ二種以上、または、内部粒子、無機粒子
、有機粒子を組み合せて二種類以上併用してもよい。また、粒子の含有量は、基材フィル
ムを構成する樹脂組成物全体に対して、０．０１～５質量％の範囲であることが好ましい
。より好ましくは０．０３～３質量％である。０．０１質量％未満の場合、フィルム巻き
取りが難しくなる可能性があり、５質量％を越えると粗大突起による光沢度の低下、透明
性および製膜性の悪化などを引き起こす可能性が生じる。また、ここで言う平均粒子径と
は、体積平均粒子径のことである。
【００２２】
　本発明の基材フィルムは、耐熱性、寸法安定性の観点から二軸配向フィルムであること
が好ましい。二軸配向させる方法としては、逐次二軸延伸方式、同時二軸延伸方式などが
挙げられるが、生産性の観点から、逐次二軸延伸方式がより好ましく用いられる。
【００２３】
　二軸延伸の延伸倍率としては、長手方向、幅方向のそれぞれの方向に、３．０～４．２
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倍とすることが好ましく、より好ましくは３．１～４．０倍、さらに好ましくは３．３～
３．８倍である。この場合、長手方向、幅方向の延伸倍率はどちらを大きくしてもよく、
同一としてもよい。
【００２４】
　また、延伸速度は１,０００％／分～２００,０００％／分であることが好ましい。より
好ましくは、１,５００％／分～５０,０００％／分、さらに好ましくは２,０００％／分
～３０,０００％／分である。延伸速度を上記の範囲とすることにより、生産性が良好と
なり、また配向のコントロールを容易にすることができる。
【００２５】
　長手方向に延伸をした後、幅方向に延伸を行う逐次二軸延伸方法の場合、以下の条件で
延伸を行うと、長手方向と幅方向の物性差を小さくすることができるため好ましい。延伸
倍率は、長手方向の延伸倍率を３～４．２倍とし、幅方向の延伸倍率を３～４．２倍、好
ましくは長手方向の延伸倍率を３．３～３．８倍、幅方向の延伸倍率を３．３～３．８倍
とし、長手方向と幅方向の延伸倍率の差を０．５以下、より好ましくは、０．２以下とす
ることが好ましい。また、長手方向の延伸（以降縦延伸と称する場合がある）の予熱温度
は８０～１００℃、さらに好ましくは８５～９５℃とすることが好ましい。縦延伸温度は
８０℃以上１１０℃以下であれば好ましく、８５℃以上１００℃以下であればさらに好ま
しく、８５℃以上９５℃以下であれば最も好ましい。幅方向の延伸（以降横延伸と称する
場合がある）の予熱温度は７０～１２０℃、さらに好ましくは７５～１１０℃とすること
が好ましい。横延伸温度は８０℃以上１６５℃以下であれば好ましく、８０℃以上１５０
℃以下であればさらに好ましく、８０℃以上１４５℃以下であれば最も好ましい。予熱温
度が上記温度範囲以上の場合には、フィルム中の非晶部分の熱結晶化が進行し、延伸時に
破れが発生しやすくなる場合がある。また、予熱温度が上記温度範囲以下である場合には
、冷温延伸となり厚みムラが大きくなるとともに、フィルムの配向度が低下することで、
機械強度が悪化する場合がある。延伸温度が上記範囲を上回る場合、ロール粘着やクリッ
プ粘着等の工程トラブルが生じる場合がある。また、延伸温度が上記範囲を下回る場合に
は、延伸張力が急激に上昇し、破れやクリップはずれなどが生じることで、生産性が大幅
に低下する場合がある。
【００２６】
　本発明の基材フィルムは、未延伸シートを二軸延伸した後に、熱処理を行うことにより
得られることが好ましい。この熱処理は、オーブン中、あるいは、加熱されたロール上等
、従来公知の任意の方法で行うことができる。熱処理は、フィルムの温度が１２０℃以上
２４０℃以下となるような任意の温度とすることができるが、好ましくは２００～２４０
℃である。さらに好ましくは２２５℃～２４０℃である。また熱処理時間は任意の時間と
することができるが、好ましくは１～６０秒間行うのがよい。より好ましくは１～３０秒
間である。なお、かかる熱処理はフィルムをその長手方向および／または幅方向に弛緩さ
せつつ行ってもよい。さらに、再延伸を各方向に対して１回以上行ってもよく、その後、
熱処理を行ってもよい。
【００２７】
　本発明の基材フィルムは、単層フィルムでもよく、２層以上の積層フィルムでもよい。
３層構成とする場合は、生産性の観点から、両表層の組成を同じにすることが好ましい。
さらに、生産性を向上させるために、両表層の積層厚みは等しくすることが好ましい。
【００２８】
　（ＩＩ）離型層
　本発明の離型層は、離型層を構成する樹脂全体に対して、メラミン樹脂が５０質量％以
上含有することが好ましい。メラミン樹脂を５０質量％以上含むことにより、加熱時にメ
ラミン樹脂の自己縮合が進行し、耐熱性が大幅に向上する。メラミン樹脂の濃度が５０質
量％未満の場合には、架橋反応が不十分となり、十分な耐熱性を示さなかったり、離型層
の表面構造を特定の範囲にすることが困難となる場合がある。好ましくは、７０質量％以
上９０質量％以下である。
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【００２９】
　メラミン樹脂としては、メラミンホルムアルデヒド樹脂やメチル化メラミンホルムアル
デヒド樹脂、ブチル化メラミンホルムアルデヒド樹脂、エーテル化メラミンホルムアルデ
ヒド樹脂、エポキシ変性メラミンホルムアルデヒド樹脂等のメラミンホルムアルデヒド樹
脂、尿素メラミン樹脂、アクリルメラミン樹脂などが挙げられるが、メラミンホルムアル
デヒド樹脂が好ましく、適度な離型性を有することからメチル化メラミンホルムアルデヒ
ド樹脂が特に好ましく用いられる。
【００３０】
　本発明の離型層は、バインダー樹脂を含むと、基材フィルムとの密着性が向上し、また
、剥離させる対象物との剥離力を調整でき、或いは成形同時転写における成形時の延伸追
従性を良好とすることができるため好ましい。バインダー樹脂の具体例としては、ポリエ
ステル樹脂、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、ポリビニル、ポリアルキレングリコール、ポ
リアルキレンイミン、セルロース類、でんぷん類等が挙げられるが、延伸追従性、離型時
の剥離力、および剥離安定性の観点からアクリル樹脂が最も好ましく用いられる。
【００３１】
　アクリル樹脂としては、（メタ）アクリル酸アルキルエステルの単独重合体または共重
合体、側鎖および／または主鎖末端に硬化性官能基を有する（メタ）アクリル酸エステル
共重合体があげられ、硬化性官能基としては水酸基、カルボキシル基、エポキシ基、アミ
ノ基などがあげられる。なかでもアクリルモノマーと側鎖および／または主鎖末端に硬化
性官能基を有するアクリル酸エステルが共重合されたアクリルモノマー共重合体が好まし
い。
【００３２】
　また、本発明の離型層は、目的とする耐熱性、成形延伸追従性を損なわない範囲で、離
型剤を含有することが好ましい。離型剤を離型層の表面に均一に分散させると、離型層上
に積層、剥離する被離型層との密着性、剥離性を適度な範囲とすることができる。離型剤
としては、例えば、フッ素化合物、長鎖アルキル化合物およびワックスなどが挙げられる
。これらの離型剤は単独で用いてもよいし、複数種使用してもよい。
【００３３】
　本発明におけるフッ素化合物としては、化合物中にフッ素原子を含有している化合物で
ある。例えば、パーフルオロアルキル基含有化合物、フッ素原子を含有するオレフィン化
合物の重合体、フルオロベンゼン等の芳香族フッ素化合物等が挙げられる。本発明の離型
フィルムを成形同時転写箔用途などに用いる場合、転写時に高い熱負荷がかかるため、耐
熱性、汚染性を考慮すると、フッ素化合物は高分子化合物であることが好ましい。
【００３４】
　本発明における長鎖アルキル化合物とは、炭素数が６以上、特に好ましくは８以上の直
鎖または分岐のアルキル基を有する化合物のことである。具体例としては、特に限定され
るものではないが、長鎖アルキル基含有ポリビニル樹脂、長鎖アルキル基含有アクリル樹
脂、長鎖アルキル基含有ポリエステル樹脂、長鎖アルキル基含有アミン化合物、長鎖アル
キル基含有エーテル化合物、長鎖アルキル基含有四級アンモニウム塩等が挙げられる。長
鎖アルキル化合物は高分子化合物であると、離型フィルム剥離時に貼り合わせている相手
方基材表面への離型層由来の成分が転着することを抑制できるため好ましい。
【００３５】
　本発明におけるワックスとは、天然ワックス、合成ワックス、それらの配合したワック
スの中から選ばれたワックスである。天然ワックスとは、植物系ワックス、動物系ワック
ス、鉱物系ワックス、石油ワックスである。植物系ワックスとしては、キャンデリラワッ
クス、カルナウバワックス、ライスワックス、木ロウ、ホホバ油が挙げられる。動物系ワ
ックスとしては、みつろう、ラノリン、鯨ロウが挙げられる。鉱物系ワックスとしてはモ
ンタンワックス、オゾケライト、セレシンが挙げられる。石油ワックスとしてはパラフィ
ンワックス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロラタムが挙げられる。合成ワックス
としては、合成炭化水素、変性ワックス、水素化ワックス、脂肪酸、酸アミド、アミン、
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イミド、エステル、ケトンが挙げられる。合成炭化水素としては、フィッシャー・トロプ
シュワックス（別名サゾワールワックス）、ポリエチレンワックスが有名であるが、この
ほかに低分子量の高分子（具体的には粘度平均分子量５００から２００００の高分子）で
ある以下のポリマーも含まれる。すなわち、ポリプロピレン、エチレン・アクリル酸共重
合体、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリエチレングリコールと
ポリプロピレングリコールのブロックまたはグラフト結合体がある。変性ワックスとして
はモンタンワックス誘導体、パラフィンワックス誘導体、マイクロクリスタリンワックス
誘導体が挙げられる。ここでの誘導体とは、精製、酸化、エステル化、ケン化のいずれか
の処理、またはそれらの組み合わせによって得られる化合物である。水素化ワックスとし
ては硬化ひまし油、および硬化ひまし油誘導体が挙げられる。
【００３６】
　これら離型剤を離型層の表面に均一に分散させることによって、離型層上に積層、剥離
する被離型層との密着力、剥離力を適正な範囲とすることができる。離型剤としては、長
鎖アルキル化合物を用いると、広範囲に剥離力を調整することが出来る点で、本発明の用
途上好ましい。
【００３７】
　また、本発明の離型層を構成する樹脂は、離型層の固着性、滑り性改良を目的として、
不活性粒子を含有してもよい。不活性粒子の具体例としては、シリカ、アルミナ、カオリ
ン、炭酸カルシウム、酸化チタン、有機粒子等が挙げられる。
【００３８】
　さらに本発明の主旨を損なわない範囲において、必要に応じて消泡剤、塗布性改良剤、
増粘剤、有機系潤滑剤、帯電防止剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、発泡剤、染料等が含有
されてもよい。
【００３９】
　本発明では、メラミン化合物（Ａ）を含有する樹脂組成物を基材フィルムの少なくとも
片面の上に設け、その後に加熱し、基材フィルム上に離型層を形成させることが好ましい
。特に加熱温度を２００℃以上２４０℃以下の範囲で、温度の異なる２段以上の工程とす
ることにより、特定の表面形状を有する離型層を効率よく形成させることができるため好
ましい。これによって、離型性、離型安定性、耐熱性に優れる離型フィルムを得ることが
できる。
【００４０】
　メラミン化合物を含有する樹脂組成物を基材フィルム上に設ける際に、溶媒を用いても
良い。すなわち、メラミン化合物を溶媒に溶解または分散せしめて、塗液とし、これを基
材フィルムに塗布しても良い。塗布後に、溶媒を乾燥させ、且つ加熱を施すことで離型層
が積層されたフィルムを得ることができる。本発明では、溶媒として水系溶媒を用いるこ
とが好ましい。水系溶媒を用いることで、加熱工程での溶媒の急激な蒸発を抑制でき、均
一な離型層を形成できるだけでなく、環境負荷の点で優れている。
【００４１】
　ここで、水系溶媒とは水、または水とメタノール、エタノール、イソプロピルアルコー
ル、ブタノール等のアルコール類、アセトン、メチルエチルケトンなどのケトン類、エチ
レングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール等のグリコール類など水
に可溶である有機溶媒が任意の比率で混合させているものを指す。
【００４２】
　樹脂組成物の基材フィルムへの塗布方法はインラインコート法、オフコート法のどちら
でも用いることができるが、好ましくはインラインコート法である。インラインコート法
とは、ポリエステルフィルムの製造の工程内で塗布を行う方法である。具体的には、基材
フィルムを構成する樹脂を溶融押し出ししてから二軸延伸後熱処理して巻き上げるまでの
任意の段階で塗布を行う方法を指し、通常は、溶融押出し後・急冷して得られる実質的に
非晶状態の未延伸（未配向）フィルム、その後に長手方向に延伸された一軸延伸（一軸配
向）フィルム、またはさらに幅方向に延伸された熱処理前の二軸延伸（二軸配向）フィル
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ムの何れかのフィルムに塗布する。
【００４３】
　本発明では、結晶配向が完了する前の未配向フィルム、一軸配向フィルムの何れかのフ
ィルムに、樹脂組成物を塗布し、溶媒を蒸発させ、その後、基材フィルムを一軸方向又は
二軸方向に延伸し、加熱し、基材フィルムの結晶配向を完了させるとともに、離型層を設
ける方法を採用することが好ましい。この方法によれば、基材フィルムの製膜と、樹脂組
成物の塗布と溶媒の乾燥、および加熱（すなわち、離型層の形成）を同時に行うことがで
きるために製造コスト上のメリットがある。また、塗布後に延伸を行うために離型層の厚
みをより薄くすることが容易である。
【００４４】
　中でも、長手方向に一軸延伸されたフィルムに、樹脂組成物を塗布し、溶媒を乾燥させ
、その後、幅方向に延伸し、加熱する方法が好ましい。未延伸フィルムに塗布した後、二
軸延伸する方法に比べ、延伸工程が１回少ないため、延伸による離型層の欠陥や亀裂が発
生を抑制することができる。
【００４５】
　一方、オフラインコート法とは、上記未延伸フィルムを一軸又は二軸に延伸し、加熱処
理を施し基材フィルムの結晶配向を完了させた後のフィルム、または未延伸フィルムに、
フィルムの製膜工程とは別工程で樹脂組成物を塗布する方法である。本発明では、上述し
た種々の利点から、インラインコート法により設けられることが好ましい。
【００４６】
　よって、本発明において最良の離型層の形成方法は、水系溶媒を用いた樹脂組成物を、
基材フィルム上にインラインコート法を用いて塗布し、水系溶媒を乾燥させ、加熱するこ
とによって形成する方法である。
【００４７】
　樹脂組成物を含む塗液を作成する場合、溶媒は水系溶媒を用いることが好ましい。樹脂
組成物を含む塗液は、必要に応じて水分散化または水溶化したメラミン化合物および水系
溶媒を任意の順番で所望の重量比で混合、撹拌することで作製することができる。次いで
必要に応じて易滑剤や無機粒子、有機粒子、界面活性剤、酸化防止剤、熱開始剤などの各
種添加剤を、樹脂組成物により形成される離型層の特性を悪化させない範囲で任意の順番
で混合、撹拌することができる。混合、撹拌する方法は、容器を手で振って行ったり、マ
グネチックスターラーや撹拌羽根を用いたり、超音波照射、振動分散などを行うことがで
きる。
【００４８】
　基材フィルムへの樹脂組成物の塗布方式は、公知の塗布方式、例えばバーコート法、リ
バースコート法、グラビアコート法、ダイコート法、ブレードコート法等の任意の方式を
用いることができる。
【００４９】
　本発明の離型フィルムの製造方法について、基材フィルムとして、ポリエチレンテレフ
タレート（以下、ＰＥＴと称する）フィルムを用いた例を挙げて説明する。まず、必要に
応じて顔料、染料、有機又は無機の粒子を添加したＰＥＴのペレットを十分に真空乾燥し
た後、押出機に供給し、約２８０℃でシート状に溶融押し出し、冷却固化せしめて未延伸
（未配向）ＰＥＴフィルムを作製する。このフィルムを８０～１２０℃に加熱したロール
で長手方向に３～４．２倍延伸して一軸配向ＰＥＴフィルムを得る。このフィルムの片面
に所定の濃度に調製した、メラミン化合物を含む樹脂組成物を有する塗液を塗布する。こ
の時、塗布前にＰＥＴフィルムの塗布面にコロナ放電処理等の表面処理を行ってもよい。
コロナ放電処理等の表面処理を行うことで、ＰＥＴフィルム上への樹脂組成物の塗布性が
向上するため、濡れ性を向上させ、樹脂組成物のはじきを防止し、均一な塗布厚みを達成
することができる。
【００５０】
　塗布後、ＰＥＴフィルムの端部をクリップで把持して８０～１３０℃の予熱ゾーンへ導
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き、塗液の溶媒を乾燥させる。乾燥後１００℃～１６０℃の温度にて、幅方向に３～４．
２倍延伸する。引き続き２００～２４０℃の熱処理ゾーンへ導き１～３０秒間の１段階目
の熱処理を行い、その後、１段階目の熱処理温度よりも高い温度かつ２００～２４０℃の
範囲で２段階目の熱処理を１～３０秒間行い、結晶配向を完了させるとともに、離型層の
形成を完了させる。この加熱工程（熱処理工程）で、必要に応じて幅方向、あるいは長手
方向に３～１５％の弛緩処理を施してもよい。
【００５１】
　本発明においては、離型層表面の粗さ曲線要素の平均長さ（ＲＳｍ）が１０μｍ以上８
０μｍ以下であることが必要である。ここでいうＲＳｍは、ＪＩＳ Ｂ ０６０１（２００
１年）に従って求められるものであり、基準長さにおける粗さ曲線要素間の長さの平均を
あらわす。すなわち、図１における基準長さ（Ｌｒ）において、粗さ曲線のピーク数がｍ
、各ピーク間の距離がＷ１、Ｗ２、Ｗ３・・・Ｗｍとするとき、下記式（１）に示すよう
にＷ１～Ｗｍの長さの総和を粗さ曲線のピーク数ｍで除算することにより、ＲＳｍを求め
ることができる。ＲＳｍを上述の１０μｍ以上８０μｍ以下とすると、離型性、離型安定
性を飛躍的に良好とすることができる。この効果について、本発明者らは、下記のように
推定している。ＲＳｍは、離型層表面の凸凹の間隔をあらわすものであり、値が大きいほ
ど凸凹間の距離が大きくなるため、表面の平均傾斜が緩やかとなる。一方、値が小さくな
ると、表面の凸凹のピッチが小さくなり、表面の平均傾斜が急となり、また、単位面積当
たりの溝の数が増加する。ＲＳｍが８０μｍより大きいと、離型層表面の傾斜が過度に緩
やかになり、離型層に積層した層と離型層表面の密着が不十分となる。一方、ＲＳｍを１
０μｍ未満とすると、表面の平均傾斜が急となり、また、単位面積当たりの溝の数が増加
するため、安定した離型性を得ることが困難となる。ＲＳｍを１０μｍ以上８０μｍ以下
とすることにより、離型層の表面に適度な間隔で凸凹が配列され、離型性、離型安定性の
観点から最適な高さ勾配を形成するものと考えている。ＲＳｍは、好ましくは２０μｍ以
上７５μｍ以下であり、３０μｍ以上７０μｍ以内であると最も好ましい。
【００５２】
【数１】

【００５３】
　離型フィルムの特性を上記範囲とするための方法としては、下記のような条件で形成す
ることが挙げられる。
・離型層を構成する樹脂組成物全体に対してメラミン樹脂を５０質量％以上含有する樹脂
組成物の塗液を、基材フィルムの少なくとも片面に塗布した後、乾燥工程にて溶媒を蒸発
させ、その後、熱処理工程にて離型層を形成させる方法において、（ｉ）～（ｉｉｉ）を
満たすようにすること。
（ｉ）上記熱処理工程の温度を２００～２４０℃とすること。
（ｉｉ）上記乾燥工程から熱処理工程の間において、工程同士あるいは工程間の温度差が
８０℃以内となるようにすること。
（ｉｉｉ）離型層の厚みを０．０２μｍ以上０．１μｍ未満となるようにすること。
【００５４】
　本発明の離型層を構成する樹脂組成物中のメラミン樹脂の含有量を上記の範囲とするこ
とによって、（ｉ）を満たす高温にて熱処理をした場合にも離型層表面が過度に荒れるこ
となくＲＳｍを適切な範囲に調整することが可能である。メラミン樹脂の含有量が５０質
量％未満の場合、２００℃以上の高温での熱処理を行うと離型層表面の平滑性が低下しＲ
Ｓｍが８０μｍを超えるとともに、離型層表面の耐熱性が低下する場合がある。離型層を
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構成する樹脂組成物中のメラミン樹脂の含有量は、好ましくは６０質量％以上９０質量%
以下であり、さらに好ましくは７０質量％以上８５質量％以下である。
【００５５】
　上記、熱処理温度を２００℃以上２４０℃以下という高い温度で行うことにより、メラ
ミン樹脂同士の自己縮合反応、あるいは、メラミン樹脂とバインダーの架橋反応が進行し
、離型層の耐熱性を高めることができる。好ましくは２２５℃～２４０℃である。また、
メラミン樹脂同士の自己縮合反応、あるいは、メラミン樹脂とバインダー樹脂の架橋反応
が進行することにより、離型層の延伸追従性が向上するため、コーティング後の延伸工程
において離型層表面に断裂が生じにくくなり、ＲＳｍを好ましい範囲とすることができる
。
【００５６】
　離型層を形成せしめる工程の中で、乾燥工程から熱処理工程の間において、工程同士あ
るいは工程間の温度差が８０℃以内となるようにすることで、離型層中の樹脂の緩和、再
分散が生じ、架橋反応および自己縮合反応が高度に進行することで、緻密な塗膜表面を形
成し、離型層表面の耐熱性が高まる。さらに、平滑性の高いメラミン樹脂添加系において
も、工程同士あるいは工程間の温度差が８０℃以内とすることでバインダー樹脂が表面を
被覆した状態となり表面の平滑度が上がりすぎることなく、ＲＳｍを好ましい範囲とする
ことが可能である。特に、離型層を構成する樹脂組成物中のメラミン樹脂の含有量が多い
場合には、メラミン樹脂同士の自己縮合が進みすぎると表面が平滑になりすぎＲＳｍが低
くなる場合がある。例えば、離型層を形成せしめる工程において、延伸工程を１２０℃で
実施した後、熱処理が２００℃を超える温度で実施すると、高濃度に添加したメラミン樹
脂の表面濃縮と自己縮合が起こり、表面が過度に平滑化し、ＲＳｍが目的の範囲とするこ
とが困難となる場合がある。工程同士あるいは工程間の温度差を８０℃以内とすることで
、メラミン樹脂とバインダー樹脂との架橋反応とメラミン樹脂同士の自己縮合反応を適切
に進行させることができ、ＲＳｍを目的の範囲とすることが可能となる。
【００５７】
　また、離型層の厚みが０．１μｍ以上の場合には、成型時の延伸追従性が低下し離型層
にクラックが生じやすくなるため、離型層表面においてＲＳｍが大きくなる場合があり、
剥離が不安定になる場合がある。また、離型層の厚みが０．０２μｍ未満では、均一なＲ
Ｓｍを有する塗膜を得るのが難しく、剥離が不安定化する場合がある。離型層の厚みは、
好ましくは、０．０２５μｍ以上０．０８μｍであり、最も好ましくは０．０３μｍ以上
０．６μｍである。離型層の厚みは、離型フィルムの断面を走査型電子顕微鏡、透過型電
子顕微鏡、光学顕微鏡などで５００倍以上１００００倍以下の倍率で観察することによっ
て、厚みを測定することができる。
【００５８】
　上記三要件を簡便かつ経済的に満たす離型フィルムの製造方法として、フィルム製造工
程内で離型層を設けるインラインコート法が挙げられる。ここでいうインラインコート法
とは、少なくとも一軸延伸を行ったフィルム上に離型層組成物を水に分散させたものをメ
タリングバーやグラビアロールなどを用いて均一に塗布し、延伸を施しながら塗剤を乾燥
させる方法である。この工程の中で、フィルムの熱処理温度を２００℃以上２４０℃以下
とし、その前工程である延伸工程の最高温度を熱処理温度から８０℃以内の温度とするこ
とにより、必要とする乾燥工程の温度条件を達成することができる。また、離型層組成物
塗布後に延伸処理を行うことにより、離型層の薄膜化が達成できる。このとき、離型層の
メラミン樹脂による架橋反応を促進する観点から、熱処理時間は５秒以上２５秒未満であ
ることが好ましい。熱処理時間が５秒未満では離型層の架橋反応が十分進行せず、目的と
する耐熱性を発現しない。また、熱処理時間が２５秒より大きいと、基材フィルムの熱結
晶化が進行し脆化するため、トリミング時にノッチが入るなど取り扱い上の問題が生じる
。上記製造上の温度要件について具体的に示すと、例えば横延伸温度を１５０℃とし、熱
処理温度を２３０℃とすることにより、工程間の温度変化を８０℃とし、かつ高温での熱
処理が実現される。
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　本発明の離型層は、離型層表面のスキューネスＲＳｋが０．９以上４．０以下であるこ
とが好ましい。ここでいうスキューネスＲＳｋはＪＩＳ Ｂ ０６０１（２００１年）にし
たがって求められるものであり、表面の凹凸部の形状をあらわすものである。ＲＳｋが正
に大きい場合には、尖った鋭角の凸部と丸みを帯びた凹部から構成された表面形状である
ことをあらわす。一方、ＲＳｋが負に大きい場合には、丸みを帯びた凸部と尖った鋭角の
凹部から構成される表面形状であることをあらわす。ＲＳｋが０．９未満の場合、離型層
表面の凹部が過度に鋭角となるため、被剥離層に対するアンカー効果が強くなりすぎるこ
とから、被離型層の重剥離化が顕著となる。一方で、ＲＳｋを０．９以上４．０以下とす
ることにより、適切な程度のアンカー効果を示す表面構造が得られるとともに、離型フィ
ルムを延伸した際の表面構造の保持性も良好となる。また、ＲＳｋが４．０より大きい場
合には、離型層が軽剥離化するとともに、耐擦過性が低下し、フィルム表面にキズがつき
やすくなる場合がある。好ましくは、１．０以上２．５以下である。
【００６０】
　上記特性範囲については、例えば先述の３要件を満たすことによって成される。
【００６１】
　本発明の離型フィルムは、成型同時転写用途や熱プレス成形用途などに用いられる。中
でも、深い形状の型に成形同時転写用途に用いられる場合、成形同時転写された後、すな
わち離型フィルムは伸長された状態で離型性を有することが求められる。しかしながら、
離型フィルムの離型層が伸長に追従できない場合は、離型層の表面に微小な亀裂が生じる
場合があり、ＲＳｋは低下してしまう。そのため、本発明の離型フィルムは、長手方向に
２倍伸長した後の離型層表面のスキューネスＲＳｋと、幅方向に２倍伸長した後の離型層
表面のスキューネスＲＳｋの平均が０．９以上４．０以下であると、深い形状の型に成形
した後においても、離型性に優れ、また離型安定性に優れるため好ましい。長手方向に２
倍伸長した後の離型層表面のスキューネスＲＳｋと、幅方向に２倍伸長した後の離型層表
面のスキューネスＲＳｋの平均は、好ましくは、１．０以上２．５以下である。長手方向
に２倍伸長した後の離型層表面のスキューネスＲＳｋと、幅方向に２倍伸長した後の離型
層表面のスキューネスＲＳｋの平均が０．９未満の場合は、成型時の延伸等で離型層の表
面に微細な亀裂が入っている場合があり、剥離安定性に劣ったり、剥離の際に被剥離層に
離型層が転写する場合がある。
【００６２】
　ＲＳｋは具体的には、以下の方法により求められる。図１における基準長さ（Ｌｒ）に
おいて、粗さ曲線の高さをｚとしてｚ＝Ｚ（ｘ）で表したとき、下記式（２）で示すよう
に、Ｚ（ｘ）の三乗をｘ＝０～Ｌｒまで積分して得た値をＲｑの三乗で除算することによ
る求められる。ここでＲｑはＪＩＳ Ｂ ０６０１（２００１年）にしたがって求められる
表面粗さのパラメータであり、Ｚ（ｘ）の二乗の平均値として求められる値である。すな
わち、ｘ＝０～Ｌｒまでの範囲を測定したときには、下記式（３）で示すように、Ｚ（ｘ
）の二乗をｘ＝０～Ｌｒまで積分して得た値をＬｒで除算した値の平方根としてＲｑを得
る。
【００６３】
【数２】

【００６４】
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【数３】

【００６５】
　本発明の離型フィルムにおいて、離型層表面のＲＳｋを上記の好ましい範囲にする方法
としては、例えば離型層を形成させる方法において、（１）～（３）を満たす条件とし、
かつ離型層を構成する樹脂組成物中のメラミン樹脂の含有量を、離型層を構成する樹脂組
成物全体に対して８０質量％以下とすることが挙げられる。メラミン樹脂の濃度が８０質
量％より大きい場合には、離型層表面の延伸追従性が低下し、伸長時に表面へ亀裂が入る
ことでＲＳｋが低下する場合がある。
【００６６】
　また、本発明の離型フィルムにおいて、任意の方向に２倍伸長した後の離型層表面のＲ
Ｓｋを上記の好ましい範囲とする方法としては、バインダー樹脂としてアクリルモノマー
共重合樹脂を用い、未伸長時のＲＳｋを０．９以上とすることにより達成される。アクリ
ルモノマー共重合樹脂の含有量としては、離型層中のメラミン樹脂以外の構成成分中に対
して７０質量％以上であることが好ましく、さらに好ましくは８０質量％以上である。バ
インダー樹脂としてアクリルモノマー供重合樹脂を用いることにより、離型層の延伸追従
性が向上し、フィルムを伸長した場合にも表面への亀裂の発生が抑制される。
【００６７】
　本発明の離型フィルムは、成型同時転写用途や熱プレス成形用途などに用いられるが、
例えば成形同時転写用途に用いられる場合、成形される樹脂が離型フィルム表面上をスム
ーズに流動することが求められる。射出された樹脂の流動性が悪いと、インキ流れが悪化
し、転写性を悪化させ、また離型性を悪化させる要因となる。特に深い形状の型を用いて
成形同時転写を行う場合は、この問題が発生しやすい。そのため、本発明の離型フィルム
は、離型層表面の静摩擦係数が１．２以下であることが好ましい。離型フィルムの離型層
表面の静摩擦係数を１．２以下とすることにより、樹脂の流動性を良好にし、深い形状の
型を用いても良好な転写性、離型性を得ることができる。好ましくは０．８以下であり、
０．６以下であると最も好ましい。離型層表面の静摩擦係数を１．２以下とする方法とし
ては、離型層を上述した構成にすることに加えて、基材フィルムの表層を構成する樹脂に
粒子を０．００１質量％以上０．５質量％以下添加する方法などが挙げられる。添加量が
０．００１質量％未満では効果が不十分であり、０．５質量％より大きい場合には、フィ
ルム表面が低光沢化することにより転写後の外観に影響を与える可能性がある。
【００６８】
　本発明の離型層は、基材フィルムの片面、もしくは両面に積層することができる。片面
に積層した場合には、離型層とは反対側の面に帯電防止層を積層してもよい。帯電防止層
には、例えば、カーボンブラック、酸化スズ、酸化スズアンチモンドープ、ポリチオフェ
ンおよびポリアニリンなどの帯電防止剤を含有させることができる。透明性を考慮すると
、酸化スズ系の帯電防止剤が好ましい。
【００６９】
　（ＩＩＩ）離型フィルム
　本発明の離型フィルムは、成形同時転写に用いる際の深い形状への成形性の観点から、
１５０℃において２倍伸長した際の長手方向および幅方向の応力（以下、それぞれＦ１０
０ＭＤ、Ｆ１００ＴＤということがある）がいずれも５～７５ＭＰａであることが好まし
い。Ｆ１００ＭＤ値、Ｆ１００ＴＤ値のいずれかが５ＭＰａ未満であると、成形時の応力
が低すぎるため、寸法安定性が低下し、成形時の予熱工程でフィルムが伸びてしまい、成
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形ムラが発生する場合がある。また、Ｆ１００ＭＤ値、Ｆ１００ＴＤ値のいずれかが７５
ＭＰａより大きいと、成形時の応力が高いため、深い形状の成形が困難となる場合がある
。寸法安定性、成形性の観点から、Ｆ１００ＭＤ値、Ｆ１００ＴＤ値はいずれも１０～４
５ＭＰａであることがより好ましく、１０～３５ＭＰａであれば特に好ましい。ここで、
Ｆ１００ＭＤ値、Ｆ１００ＴＤ値とは、試験長５０ｍｍの矩形型に切り出したフィルムサ
ンプルを１９０℃に設定した恒温槽中で６０秒間の予熱後、３００ｍｍ／分のひずみ速度
で引張試験を長手方向、幅方向にそれぞれ行った際の１００％伸長時の応力である。
【００７０】
　本発明における離型フィルムのＦ１００ＭＤ値、Ｆ１００ＴＤ値を上記範囲とする好ま
しい手段としては、離型フィルムが基材フィルムと離型層とから構成され、該基材フィル
ムとしては、上記「（１）基材フィルム」に記載のような特徴を持った二軸配向ポリエス
テルフィルムを用いること、さらに、同時に「（２）離型層」内に記載のような特徴を持
った離型層を「（２）離型層」に記載の塗布・乾燥条件で用いることが挙げられる。
【００７１】
　本発明の離型フィルムは、離型層の耐熱性が高いため、成型同時転写用途や熱プレス工
程等の高温の加工工程を含む用途に適している。本発明の離型フィルムを成型同時転写用
途に用いると、射出樹脂によるインキ流れが抑制され、かつ転写時の剥離力が安定するた
め好ましい。また、離型フィルムを延伸した後も、安定した剥離力と耐熱性を示すことか
ら、成型同時転写用途に用いた場合、より深い形状の成型同時転写が可能となる。本発明
の離型フィルムの厚みは、成形性、加工適性の点で、１０～３００μｍであることが好ま
しく、さらに好ましくは１５～２００μｍであり、特に好ましくは２０～１００μｍであ
る。
【実施例】
【００７２】
　以下、実施例によって本発明を詳細に説明する。なお諸特性は以下の方法により測定、
評価した。
【００７３】
　１．１５０℃における２倍伸長時の長手方向および幅方向の応力（Ｆ１００ＭＤ値、Ｆ
１００ＴＤ値）
　引張試験機（オリエンテック社製テンシロンＵＣＴ－１００）を用いて、長手方向およ
び幅方向に切り出した幅１０ｍｍのサンプルフィルムをチャック間長さ５０ｍｍ（初期試
料長）となるようにセットし、温度１５０℃、湿度６５％ＲＨの条件に設定した恒温層中
で６０秒間の予熱後、引張速度３００ｍｍ／分で引張試験を行い、２倍伸張時の応力をそ
れぞれＦ１００ＭＤ値、Ｆ１００ＴＤ値とした。測定数（以下、Ｎとする）は、長手方向
、幅方向にそれぞれＮ＝５で行い、その平均値を２倍伸張時の応力とした。
【００７４】
　なお、フィルムの長手方向や幅方向が分からない場合は、フィルムにおいて最大の屈折
率を有する方向を長手方向、それに長手方向に直行する方向を幅方向とみなす。また、フ
ィルムにおける最大の屈折率の方向は、フィルムの全ての方向の屈折率をアッベ屈折率計
で測定して求めてもよく、例えば、位相差測定装置（複屈折測定装置）などにより遅相軸
方向を決定することで求めてもよい。
【００７５】
　２．静摩擦係数
　ＡＳＴＭ　Ｄ１８９４Ｂ（１９６３）に従い、スリップテスターを用いて、静止摩擦係
数を測定した。 
【００７６】
　３．ＲＳｍ、ＲＳｋ、２倍伸長時のＲＳｋ
　菱化システム社製、非接触表面・層断面形状計測システム、ＶｅｒｔＳｃａｎ２．０を
用いて測定した。測定条件は下記のとおり。５サンプルについて測定を実施し、その平均
値をＲＳｍ、ＲＳｋとする。
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測定長さ（Ｌｒ：基準長さ）：１２５２μｍ
レンズ：１０倍
２倍伸長時のＲＳｋについては、引張試験機（オリエンテック社製テンシロンＵＣＴ－１
００）を用いて、長手方向および幅方向に切り出した幅１０ｍｍのサンプルフィルムをチ
ャック間長さ５０ｍｍ（初期試料長）となるようにセットし、温度１５０℃、湿度６５％
ＲＨの条件に設定した恒温層中で６０秒間の予熱後、引張速度３００ｍｍ／分で引張し、
２倍に伸張したサンプルを未延伸サンプルのＲＳｋの測定方法と同様にして測定を行った
。長手方向に切り出したサンプルフィルムを２倍に伸長したサンプル、幅方向に切り出し
たサンプルフィルムを２倍に伸長したサンプルについて、それぞれ５サンプルについてＲ
Ｓｋの測定を実施し、１０サンプルの平均値を２倍伸長時のＲＳｋとした。
【００７７】
　４．成形性、離型性、耐熱性
　離型層に、順にトップコート層、インキ層、接着層をコーティングし、転写箔を作成し
た。トップコート層として、紫外線硬化型アクリル系樹脂（ＢＡＳＦジャパン（株）製“
ＬＡＲＯＭＥＲ”（登録商標）　ＬＲ８９８３）（厚み６０μｍ）、インキ層として、ポ
リウレタン系樹脂グラビアインキ（大日精化工業（株）製“ハイラミック”、主要溶剤：
トルエン／メチルエチルケトン／イソプロピルアルコール、インキ：７２３Ｂ黄／７０１
Ｒ白）（厚み７０μｍ）を形成し、さらに、接着層として、アクリロニトリル・ブタジエ
ン・スチレン（ＡＢＳ）共重合樹脂フィルム（オカモト（株）製ＡＢＳフィルム“ハイフ
レックス”、厚み１００μｍ）を塗布した。インキ層を硬化させるために４０℃で７２時
間エージングを行った。次に、直径５０ｍｍ、絞り比（深さ／底面直径）が０．２の円筒
型の金型にセットして１２０℃で減圧成形を行い、ＡＢＳ樹脂（東レ（株）製、ＡＢＳ樹
脂“トヨラック”（登録商標）　９３０）を用い、射出成形して、円筒型成形物を作成し
た。
【００７８】
　（１）成形性
Ｓ：円筒型成形物底側のコーナーがシャープに成形されている。
Ａ：円筒型成形物底側のコーナーが丸みを帯びているが、成形されている。
Ｂ：成形されているが、白化している部分がある。
Ｃ：成形できていない。
Ａ以上を合格とした。
【００７９】
　（２）離型性
さらに、転写箔を貼り付けたままトップコート層を紫外線硬化させるため波長３６５ｎｍ
の紫外線を２０００ｍＪ／ｃｍ２照射した後、外表面の成形転写用積層フィルムを剥離し
、外表面からインキ層が見えるＡＢＳ樹脂製箱型成形物を作成した。これを各水準につき
１０個作成し、評価に用いた。
Ｓ：１０個全て問題なく剥離できた。
Ａ：やや抵抗はあったが、１０個全て剥離できた。
Ｂ：紫外線硬化前に剥がれてしまものがあった。
Ｃ：剥がれないものがあった。
Ａ以上を合格とした。
【００８０】
　（３）耐熱性
Ｓ：転写箔、成形体ともに樹脂流れの跡が見られない。
Ａ：転写箔にわずかに樹脂うち込み跡が見られるが、成形体には見られない。
Ｂ：成形体にわずかな樹脂流れの跡が見られる。
Ｃ：成形体に明らかな樹脂流れの跡が見られる。
Ａ以上を合格とした。
【００８１】
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　５．離型層中のメラミン樹脂含有量
　離型層を構成する樹脂０．１ｇをヘキサフルオロイソプロパノール（ＨＦＩＰ）に溶解
し、１Ｈ－ＮＭＲおよび１３Ｃ－ＮＭＲを用いてメラミン骨格から構成される樹脂の含有
量を定量した。また、必要に応じてＧＰＣ（東ソー社製 ＨＬＣ－８０２０）による分取
操作を行い構成ポリマーを単離したのち、１Ｈ－ＮＭＲおよび１３Ｃ－ＮＭＲ測定を行う
ことによりメラミン樹脂の含有量を特定した。
【００８２】
　６．フィルム厚み
　打点式フィルム厚み計（Ａｎｒｉｔｓｕ、Ｋ４０２Ｂ）を用い、フィルム幅方向の任意
の場所５０箇所、フィルム幅の中心付近の長手方向で任意の場所５０箇所について厚みを
測定し、全１００箇所の数平均値をフィルム厚みとした。
【００８３】
　７．離型層厚み
　離型層の厚みは、ミクロトームを用いて断面を切り出したサンプルについて、電子顕微
鏡観察により求めた。すなわち、透過型電子顕微鏡ＨＵ－１２型（（株）日立製作所製）
を用い、フィルムの断面を３０００～２０００００倍に拡大観察し、断面写真を撮影し、
当該断面写真より離型層の厚みを測定した。なお、層構成を明確にするためにＲｕＯ４染
色法にて染色を行い、異なる樹脂層同士の染め分けを行った。なお、本発明のフィルムに
ついては、フィルム表面の１平米当たりの塗布体積Ａ(ｃｍ３／ｍ２)を樹脂の比重を１ｇ
／ｃｍ３として塗剤の固形分濃度から算出し、このＡを塗布厚み（μｍ）とした。
【００８４】
　（ポリエステルチップα）
　テレフタル酸ジメチル１００質量部、およびエチレングリコール７０質量部の混合物に
、０．０９質量部の酢酸マグネシウムと０．０３質量部の三酸化アンチモンとを添加して
、徐々に昇温し、最終的には２２０℃でメタノールを留出させながらエステル交換反応を
行った。ついで、該エステル交換反応生成物に、０．０２０質量部のリン酸８５質量％水
溶液を添加した後、重縮合反応釜に移行した。重合釜内で加熱昇温しながら反応系を徐々
に減圧して１ｈＰａの減圧下、２９０℃で重縮合反応を行い、固有粘度０．６５，副生し
たジエチレングリコール成分が、樹脂中のグリコール成分に対して、２モル％共重合され
たポリエチレンテレフタレート樹脂を得た。
【００８５】
　（ポリエステルチップβ）
　１，４－シクロヘキサンジメタノール成分が、ポリエチレンテレフタレートのグリコー
ル成分に対して、３３モル％共重合された共重合ポリエステルを使用した。
【００８６】
　（粒子マスターＭ）
　上記ポリエステルチップαを製造する際、エステル交換反応後に平均粒子径２．２μｍ
の凝集シリカ粒子のエチレングリコールスラリーを添加してから重縮合反応を行い、ポリ
マー中の粒子濃度２質量％の粒子マスターを作製した。
【００８７】
　（離型層形成用溶液）
　以下に示す、架橋剤：バインダー樹脂：離型剤：粒子をそれぞれ表に記載の質量比で混
合し、固形分が１％の質量比となるように純水で希釈して調整した。
・架橋剤Ｉ：メチル化メラミン／尿素共重合の架橋製樹脂（（株）三和ケミカル製“ニカ
ラック” （登録商標）「ＭＷ１２ＬＦ」）
・架橋剤ＩＩ：ブチル化メラミン／尿素共重合の架橋製樹脂（大日本インキ化学工業製“
ベッカミン”（登録商標）：「Ｊ１０１」）
・バインダー樹脂Ｉ：アクリルモノマー共重合体（日本カーバイド製）
・バインダー樹脂ＩＩ：テレフタル酸２５モル％、イソフタル酸２４モル％、５－Ｎａス
ルホイソフタル酸１モル％、エチレングリコール２５モル％、ネオペンチルグリコール２
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５モル％の混合重合物を２５質量％に水で希釈した分散体。
・離型剤Ｉ：４つ口フラスコにキシレン２００部、オクタデシルイソシアネート６００部
を加え、攪拌下に加熱した。キシレンが還流し始めた時点から、平均重合度５００、ケン
化度８８モル％のポリビニルアルコール１００部を少量ずつ１０分間隔で約２時間にわた
って加えた。ポリビニルアルコールを加え終わってから、さらに２時間還流を行い、反応
を終了した。反応混合物を約８０℃まで冷却してから、メタノール中に加えたところ、反
応生成物が白色沈殿として析出したので、この沈殿を濾別し、キシレン１４０部を加え、
加熱して完全に溶解させた後、再びメタノールを加えて沈殿させるという操作を数回繰り
返した後、沈殿をメタノールで洗浄し、乾燥粉砕して得た粉末を８．６質量％となるよう
に水で希釈した分散体。
・離型剤ＩＩ：攪拌機、温度計、温度コントローラーを備えた内容量１．５Ｌの乳化設備
に融点１０５℃、酸価１６ｍｇＫＯＨ／ｇ、密度０．９３ｇ／ｍＬ、平均分子量５０００
の酸化ポリエチレンワックス３００ｇ、イオン交換水６５０ｇとデカグリセリンモノオレ
エート界面活性剤を５０ｇ、４８％水酸化カリウム水溶液１０ｇを加え窒素で置換後、密
封し１５０℃で１時間高速攪拌した後１３０℃に冷却し、高圧ホモジナイザーを４００気
圧下で通過させ４０℃に冷却し得られたワックスエマルション。
・離型剤ＩＩＩ：　ガラス製反応容器中に、パーフルオロアルキル基含有アクリレートで
あるＣＦ３（ＣＦ２）ｎＣＨ２ＣＨ２ＯＣＯＣＨ＝ＣＨ２（ｎ＝５～１１、ｎの平均＝９
）８０．０ｇ、アセトアセトキシエチルメタクリレート２０．０ｇ、ドデシルメルカプタ
ン０．８ｇ、脱酸素した純水３５４．７ｇ、アセトン４０．０ｇ、Ｃ１６Ｈ３３Ｎ（ＣＨ

３）３Ｃｌ１．０ｇおよびＣ８Ｈ１７Ｃ６Ｈ４Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｎＨ（ｎ＝８）３．
０ｇを入れ、アゾビスイソブチルアミジン二塩酸塩０．５ｇを加え、窒素雰囲気下で攪拌
しつつ６０℃で１０時間共重合反応させて得られた共重合体エマルション。
・粒子：数平均粒子径１７０ｎｍのシリカ粒子（日産化学工業（株）製“スノーテックス
”（登録商標）ＭＰ２０４０）を固形分濃度が４０重量％となるように純水で希釈して得
られた水分散体。
【００８８】
　（実施例１）
　基材フィルムは３層積層フィルム（Ｂ層／Ａ層／Ｂ層）とした。
ポリエステルチップα、ポリエステルチップβと粒子マスターＭを真空乾燥機にてそれぞ
れ１８０℃４時間乾燥し水分を十分に除去した。その後、Ａ層がポリエステルチップα：
ポリエステルチップβ＝６０：４０の質量比になるように、Ｂ層がポリエステルチップα
：ポリエステルチップβ：粒子マスターＭ＝８８：１０：２の質量比で原料をブレンドし
た。それぞれ別の単軸押出機に供給し、２７５℃で溶融し、別々の経路でフィルター、ギ
ヤポンプを通し、異物の除去、押出量の均整化を行った。その後、Ｔダイの上部に設置し
たフィードブロック内にてＢ層／Ａ層／Ｂ層の厚み比が１／８／１になるように積層し、
Ｔダイより２５℃に温度制御した冷却ドラム上にシート状に吐出した。その際、直径０．
１ｍｍのワイヤー状電極を使用して静電印加し、冷却ドラムに密着させ未延伸フィルムを
得た。次いで、長手方向への延伸前に加熱ロールにてフィルム温度を上昇させ、予熱温度
を９０℃、延伸温度を９５℃で長手方向に３．３倍延伸し、すぐに４０℃に温度制御した
金属ロールで冷却した。その後、コロナ放電処理を施し、表に示した組成の離型層形成用
溶液（水分散体）をメタリングバーを用いてウェット厚みが１３．５μｍとなるように塗
布した。次いでテンター式横延伸機にて予熱前半温度（横延伸予熱温度１）１００℃、予
熱後半温度（横延伸予熱温度２）１３０℃、延伸温度１５０℃で幅方向に３．５倍延伸し
、そのままテンター内にて幅方向に４％のリラックスを掛けながら温度２３０℃で８間の
熱処理を行い、フィルム厚み５０μｍの離型フィルムを得た。
【００８９】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが６７μｍであり、高い剥離安定性と耐熱性
を示すとともに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有して
いた。



(18) JP 2014-237238 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

【００９０】
　（実施例２）
　離型層形成用溶液中の固形分の組成を表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にし
て離型フィルムを得た。
【００９１】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが６８μｍであり、高い剥離安定性と耐熱性
を示すとともに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有して
いた。
【００９２】
　（実施例３）
　離型層形成用溶液中の固形分の組成を表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にし
て離型フィルムを得た。
【００９３】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７５μｍであり、メラミン樹脂濃度を高め
たことに起因した高い耐熱性を示したが、２倍伸長時のＲＳｋが０．６１と低下した。し
かしながら、該フィルムは離型フィルムとしては十分な特性を有していた。
【００９４】
　（実施例４）
　製膜条件を表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【００９５】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが５０μｍであり、熱処理温度を低くしたこ
とに起因した耐熱性の低下、およびＲＳｋの低下が見られたが、離型フィルムとしては十
分な特性を示した。また、該離型フィルムは成形性にも優れることから、特に成形同時転
写用途に好適な特性を有していた。
【００９６】
　（実施例５）
　製膜条件を表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【００９７】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７０μｍであり、熱処理温度を高くしたこ
とにより高い耐熱性を示した。また、該離型フィルムは成形性にも優れることから、特に
成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【００９８】
　（実施例６）
離型層の厚みを表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【００９９】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７５μｍであり、離型層の厚みを低下させ
たことによる耐熱性の低下が見られたが、離型フィルムとしては十分な特性を示していた
。また、該離型フィルムは成形性にも優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特
性を有していた。
【０１００】
　（実施例７）
離型層の厚みを表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１０１】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７７μｍであり、離型層の厚みを大きくし
たことに起因した高い耐熱性を示した。また、該離型フィルムは成形性にも優れることか
ら、特に成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１０２】
　（実施例８）
離型層の厚みを表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１０３】
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　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７３μｍであり、高い剥離安定性と耐熱性
を示すとともに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有して
いた。
【０１０４】
　（実施例９）
製膜条件を表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１０５】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが５０μｍであり、熱処理時間を長くしたこ
とによる脆化が確認された。しかしながら、該フィルムは離型性、耐熱性に優れ、また、
高い成形性を示すことから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１０６】
　（実施例１０）
製膜条件を表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１０７】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが５５μｍであり、熱処理時間を長くしたこ
とによる白化が確認された。しかしながら、該フィルムは離型性、耐熱性に優れ、また、
高い成形性を示すことから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１０８】
　（実施例１１）
製膜条件を表１のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１０９】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが５２μｍであり、耐熱性と離型性に優れ、
離型フィルムとして好適な特性を有していた。しかしながら、熱処理時間を短くしたこと
に起因する成形応力の上昇が確認された。
【０１１０】
　（実施例１２）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１１１】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが５２μｍであり、耐熱性と離型性に優れ、
離型フィルムとして好適な特性を有していた。しかしながら、離型層への粒子添加に起因
したＲＳｋ、および２倍伸長時のＲＳｋの低下により、成形延伸後の離型性が低下した。
【０１１２】
　（実施例１３）
基材フィルムと離型層形成用溶液中の固形分の組成を表２のとおりにした以外は、実施例
１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１１３】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが６６μｍであり、耐熱性と離型性に優れ、
離型フィルムとして好適な特性を有していた。しかしながら、離型層への粒子添加に起因
したＲＳｋ、および２倍伸長時のＲＳｋの低下により、成形延伸後の離型性がやや低下し
たが離型フィルムとして有用なフィルムであった。
【０１１４】
　（実施例１４）
基材フィルムの組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを
得た。
【０１１５】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７２μｍであり、高い剥離安定性と耐熱性
を示すとともに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有して
いた。
【０１１６】
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　（実施例１５）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１１７】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが６８μｍであり、高い剥離安定性示すとと
もに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１１８】
　（実施例１６）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１１９】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが５４μｍであり、高い剥離安定性示すとと
もに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１２０】
　（実施例１７）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１２１】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが４５μｍであり、高い剥離安定性示すとと
もに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１２２】
　（実施例１８）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１２３】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが４５μｍであり、高い剥離安定性示すとと
もに、成形性に優れることから、特に成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１２４】
　（実施例１９）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１２５】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７３μｍであり、バインダーポリマーの高
いガラス転移温度に起因した高い耐熱性を示した。また、成形性に優れることから、特に
成形同時転写用途に好適な特性を有していた。
【０１２６】
　（実施例２０）
基材フィルムの組成を表２のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを
得た。
【０１２７】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７８μｍであり、離型フィルムとして十分
な特性を有していた。
【０１２８】
　（実施例２１）
基材フィルムを単層フィルム（Ａ層のみの構成）とした。
【０１２９】
　ポリエステルチップαと粒子マスターＭを真空乾燥機にてそれぞれ１８０℃４時間乾燥
し、水分を十分に除去した。その後、Ａ層はポリエステルチップα：粒子マスターＭ＝５
０：５０の質量比でブレンドした。このブレンド原料を単軸押出機に供給し、２７５℃で
溶融し、フィルター、ギヤポンプを通し、異物の除去、押出量の均整化を行った後、Ｔダ



(21) JP 2014-237238 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

イより２５℃に温度制御した冷却ドラム上にシート状に吐出した。その際、直径０．１ｍ
ｍのワイヤー状電極を使用して静電印加し、冷却ドラムに密着させ未延伸フィルムを得た
。その後は実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１３０】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが４４μｍであり、高い離型性と耐熱性を示
し、離型フィルムとして十分な特性を有していた。しかしながら、成形応力が高いため、
深い形状の型へ成形同時転写する用途にはやや不向きであった。
【０１３１】
　（比較例１）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表３のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１３２】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７２μｍであるが、離型層のメラミン樹脂
濃度が低いため、耐熱性が十分でなく、耐熱性の求められる離型フィルム用途には不向き
であった。
【０１３３】
　（比較例２）
離型層形成用溶液中の固形分の組成を表３のとおりにした以外は、実施例１と同様にして
離型フィルムを得た。
【０１３４】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７７μｍであるが、離型層のメラミン樹脂
濃度が低いため、耐熱性、および離型性が十分でなく、耐熱性の求められる離型フィルム
用途には不向きであった。
【０１３５】
　（比較例３）
製膜条件を表３のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１３６】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが１３０μｍと大きく、耐熱性、および離型
性が不十分であり、耐熱性の求められる離型フィルム用途には不向きであった。
【０１３７】
　（比較例４）
製膜条件を表３のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１３８】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが１１２μｍと大きく、耐熱性の求められる
離型フィルム用途には不向きであった。
【０１３９】
　（比較例５）
製膜条件を表３のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１４０】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが９１μｍと大きく、離型性が不十分であり
、離型フィルム用途には不向きであった。
【０１４１】
　（比較例６）
離型層の厚みを表３のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
【０１４２】
　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが１０８μｍと大きく、離型性が不十分であ
り、離型フィルム用途には不向きであった。
【０１４３】
　（比較例７）
離型層の厚みを表３のとおりにした以外は、実施例１と同様にして離型フィルムを得た。
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　この離型フィルムは、離型層表面のＲＳｍが７８μｍであり、離型層の厚みが０．０１
２μｍと小さいことから離型性にばらつきが生じ、離型フィルム用途には不向きであった
。
【０１４５】
　（比較例８）
　基材フィルムを３層積層フィルム（Ｂ層／Ａ層／Ｂ層）とした。
ポリエステルチップα、ポリエステルチップβと粒子マスターＭを真空乾燥機にてそれぞ
れ１８０℃４時間乾燥し、水分を十分に除去した後、Ａ層はポリエステルチップα：ポリ
エステルチップβ＝６０：４０の質量比になるように、Ｂ層はポリエステルチップα：ポ
リエステルチップβ：粒子マスターＭ＝８８：１０：２の質量比でブレンドしてそれぞれ
別の単軸押出機に供給し、２７５℃で溶融し、別々の経路でフィルター、ギヤポンプを通
し、異物の除去、押出量の均整化を行った後、Ｔダイの上部に設置したフィードブロック
内にてＢ層／Ａ層／Ｂ層の厚み比が１／８／１になるように積層した後、Ｔダイより２５
℃に温度制御した冷却ドラム上にシート状に吐出した。その際、直径０．１ｍｍのワイヤ
ー状電極を使用して静電印加し、冷却ドラムに密着させ未延伸フィルムを得た。次いでテ
ンター式横延伸機にて予熱温度８０℃、延伸温度９０℃で幅方向に３．５倍延伸し、その
ままテンター内にて幅方向に４％のリラックスを掛けながら温度２３０℃で５秒間の熱処
理を行い、基材フィルムとしてフィルム厚み５０μｍの二軸配向ポリエステルフィルムを
得た。
この基材フィルムのドラム面に対して、表３に示した離型層組成物をグラビアコート法に
て塗布し、オーブンにて１８０℃で２０秒間乾燥し、離型フィルムを得た。この離型フィ
ルムのＲＳｍは１４４μｍと大きく、耐熱性、離型性ともに不十分であり、また、平面性
が大きく悪化していることから、離型フィルム用途には不向きであった。
【０１４６】
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【表１】

【０１４７】
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【表２】

【０１４８】
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【表３】

【０１４９】
表中の略称は下記のとおり。
α：ポリエステルチップα
β：ポリエステルチップβ
Ｍ：粒子マスターＭ
バインダーＩ：バインダー樹脂Ｉ
バインダーＩＩ：バインダー樹脂ＩＩ
【産業上の利用可能性】
【０１５０】
　本発明の離型フィルムは、離型層の耐熱性が高いため、成型同時転写用途や熱プレス工
程のような高温の加工が必要となる用途に適している。また、離型フィルムを延伸した後
も、安定した剥離力と耐熱性を示すことから、成型同時転写用途に用いた場合、より深い
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形状の成型同時転写が可能となる。
【符号の説明】
【０１５１】
１：粗さ曲線

【図１】
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